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平成 23 年 3 月 3日 

企業会計基準委員会 御中 

 

株式会社ケーヨー 

常務執行役員 財務本部長 坂本博 

 

 

論点整理「リース会計に関する論点の整理」に対するコメントについて 

 

 

貴委員会が平成 22 年 12 月 27 日に公表した「リース会計に関する論点の整理」につい

て、下記の通りコメント致します。 

 

 

1. 財務諸表に大きな影響を与えると思えないような短期・少額のリース取引まで、す

べてオンバランス化とする会計処理を強いることについては、慎重に審議頂きたい

と思います。財務諸表を作成する者として、多大な処理コストが予想され、得られ

るメリットとのバランスがとれていないと思われます。 

現行のリース会計基準では、企業の重要性に照らして重要性の乏しいリース取引

で、リース契約 1件当たりのリース料総額が 300 万円以下の取引については賃貸借

処理を行うことが可能となっており、こうした措置を講じることは必須と考えます。 

2.  借手の会計処理としての使用権モデル採用は、シンプルなリース取引については

妥当と考えますが、随時解約可能な取引や不動産賃貸借取引については賃貸借処理

の方が適切と考えます。 

   そもそも日本の土地建物賃貸借の慣行もありますし、また将来のビジネス浮沈に

備えて期間設定をしていることから、期間を見積もって会計処理することは不自然

であると考えております。土地等不動産については、欧米においても登記制度を設

け、経済的実態としても単純なリースとは異なるという考えが根本には存在するの

ではないでしょうか。 

3.  更新オプション等の取り扱いについても、発生確率の算定に際し、恣意的な見積

の排除というのは難しいのではないでしょうか。 

 

以 上 

 
 
 


